
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

鳥取県（平成21年度）

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

0

13,566

7,302 7,302

（５）消費生活相談窓口高度化事業

0 0 0

1,523 1,523

0 823 823

都道府県 市町村 合計

9,637 3,929

0 0

0 114 114

（８）消費者教育・啓発活性化事業 4,797 12,919 17,716

0

（９）商品テスト強化事業 0 0 0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業 0 0

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

131,652

46,491

47,947

27%

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業 1,053

15,204 30,732 45,936

283

合計

770

0（10）地方苦情処理委員会活性化事業 0 0

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 0 3,839 3,839

消費者行政決算総額 178,143



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

人

人日

人日

人

人日

人

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円管内市町村 4 3,509 4,946

対象人員数 追加的総費用追加的総業務量（総時間）

県

事業実施自治体

鳥取市、倉吉市、北栄町



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

0

12,924 10,161

0 0

0

0

事業の実績

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

11,605 9,637

0

5,000

0

4,798 4,797

0

0

0

0

0

多重債務相談強化キャンペーン（啓発イベント開催）5,000

0

0

0 0

0

0

0

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

0

0 0

0 0

0

0

0

0 0 00

事業（実績）の概要

窓口広報強化（土日相談PR、市町村窓口・消費者ホットラインPR）、遠隔相談ネットワーク整

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業 0

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

0 0

17,215

0 0

0 0

15,204

2,144 1,078 812

00

20,068合計

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 0 0 0

770

16,239

相談員養成セミナーの開催

0



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

対象経費（実績）

多重債務に関する全県的なイベントを開催し、多重債務問題
への意識啓発を図った。

テレビ・ラジオ・新聞（相談事例連載含む）で県内の相談窓口、
市町村窓口、消費者ホットラインを広報し、窓口周知と相談の
掘り起こしを図った。

イベント開催経費等（講師謝金・旅費、会場借料、広報経費等）

事業名

⑩商品テスト強化事業

事業強化・機能強化の成果

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

備品等整備費、広報経費等

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数

参加者数 人

人日年間研修総日数

人

法人募集型

実地研修受入人数

年間研修総日数人日年間研修総日数 人日

実地研修受入希望人数

事業計画

人

人日

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

研修参加・受入要望 研修参加・受入

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 講師謝金・旅費、会場借料等 相談員養成セミナーを開催し、全県的な相談体制強化を図っ
た



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

2,543

1,553

0

2,376

0

1,552

鳥取市、米子市、倉吉市、境港市、智頭町、八頭町、三朝町、湯
梨浜町、琴浦町、北栄町、南部町、大山町、伯耆町、日南町、日
野町、江府町

米子市、智頭町

倉吉市、江府町

岩美町、智頭町、若桜町、八頭町、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、
北栄町、日吉津村、南部町、大山町、伯耆町、日南町、日野町

0

2,543

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

1,552

3,271

6,259

365

2,510

0

365

3,271

6,302

2,510

0

4,788

2,518

1,553

0

2,376

2,518

0

4,784

0

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

108

1,4151,415

108

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実施市町村

米子市、境港市

鳥取市

鳥取市、米子市、境港市

野町、江府町

0

鳥取市、米子市、倉吉市、境港市、岩美町、若桜町、智頭町、八
頭町、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町、南部町、大山町、伯
耆町、日南町、日野町、江府町

境港市、日野町

39,965

0

0

4,994

0

0

0 0

41,156

00

0

0

947

0

0

12,919

0

114

283

430 114

12,91916,768

6,142 3,839

31,843

0

947

0

16,768

0

0

30,732

0

4,946

0

430

0 0

0

823

0

823

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

283326 326鳥取市、若桜町、智頭町、伯耆町

鳥取市、倉吉市、北栄町



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

消費生活ｾﾝﾀｰを新たに設置し、事務用機器、参考書籍等を整備し、窓口広報リーフレット配布するなど、相談業務を実施した。

既存消費生活ｾﾝﾀｰにおいて、事務用機器、窓口看板、参考書籍を整備し、窓口の体制強化を図った。

事務用機器、案内看板、参考書籍・DVDの整備、相談ブースの設置などを行い、窓口の体制強化を図った。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 相談対応関係職員を対象に研修会を開催し、実務能力のレベルアップを図った。

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 国・県が開催する研修に相談員・相談対応職員を参加させ、実務能力のレベルアップを図った。

⑨消費生活相談窓口高度化事業

住民向け講演会を開催し、啓発強化を図った。

新たに相談窓口を開設し、事務用機器、案内看板、参考書籍・DVDの整備、相談ブースの設置などを行い、相談業務を実施した。

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育 啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

弁護士等による相談対応支援を受け、相談対応能力のレベルアップを図った。

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

出前講座実施のための機材・事務用機器の購入、啓発用資料（シール、回覧板、パンフレット、パネル等）作成と配布、啓発番組の作成、講

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

交付金相当分

⑬消費者教育・啓発活性化事業
出前講座実施のための機材 事務用機器の購入、啓発用資料（シ ル、回覧板、パンフレット、パネル等）作成と配布、啓発番組の作成、講
演会・研修会の開催などを行い、消費者被害の未然防止を図った。、

相談等業務の増加に対応するための消費生活相談員を配置し、業務の円滑実施を図った。

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

うち管内の市町村合計

45,936

15,204 千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

30,732

2,011

2,011

千円

千円

千円

千円

積増し相当分

うち都道府県

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）
・見守りネットワーク構成員への啓発冊子配布、民生委員への研修会を行い、関係機関との連携強化を図った。
・弁護士相談会を開催し、相談の掘り起こしを行い、消費者行政の活性化を図った。

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

191,466

千円 178,143

-

千円231,567 千円 132,207

千円

千円 45,936

千円

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

231,567

千円

- 千円30,732

19,236 15,759

19,236

設置当初の基金残高（交付金相当分）

15,204 千円

212,331 千円

前年度差

-80,679 千円

- 千円

千円

千円

千円

212,331 千円 131,652

千円 46,491

千円

-95,883 千円

27,255 千円

0.26

-

-53,424 千円

- 千円

- 千円

-3,477 千円

千円

-99,360 千円

チェック項目

-

0.12

-

-

0.66

-

-

平成20年度 平成21年度

-

①都道府県の消費者行政決算

- -千円 0 -

-- 千円 0 千円うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

千円 - 千円 -- 千円 0

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費 116,448

- 千円

千円

13．都道府県の消費生活相談窓口

745

13,725 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

平成20年度末 相談員総数 8

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

76

平成20末の基金残高（交付金相当分）

人

15,660 千円

191,466 千円

45,936 千円

千円

146,275 千円

相談員総数 9人 21年度末実績

2,011

千円

千円

平成20年度末 相談員総数 8 人

15,660 千円

相談員総数 -

-

人

21年度末実績 相談員総数 9 人

人 21年度末実績 相談員総数 -

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績 相談員総数 -平成20年度末 相談員総数 人うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績 相談員総数平成20年度末 相談員総数



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16 平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

専門性を高めるため国民生活センター主催研修等に引き続き派遣（年１～２
回／年）

④その他

人人 21年度末実績 相談員総数 10平成20年度末 相談員総数 5

①報酬の向上 ○
報酬単価を県非常勤職員の最高類型に引き上げ
（現行：月額167～178千円→全員が178千円）
※ただし、H21新規採用者は、経験年数に応じて141～178千円で処遇

処遇改善の取組 具体的内容

人

人 21年度末実績 相談員総数 -うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数 -

-

人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 5 人 21年度末実績 相談員総数 10

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 -うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

④その他

③就労環境の向上 ○ ・参考図書購入・インターネット接続PCの整備（倉吉市）

②研修参加支援 ○

・通勤手当相当額を報酬に追加（倉吉市）
・報酬,報奨金の増額（境港市）

・国等開催の研修参加旅費支援（鳥取市、米子市）
・PIOネット操作研修へ参加（倉吉市）
・研修参加回数の拡充（１回→４回）（境港市）

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上 ○


